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最近の道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方公共団体の財政面の制約から減少している。

輸出は、中南米・西欧向けなどが増加したが、主力であるアジア・北米向けが減少してい

る。個人消費は、秋物衣料などは低調ではあるが、一部の商品に駆け込み需要が発生するな

ど持ち直している。住宅投資は前年を上回って推移している。

生産活動は、持ち直しの動きが緩やかになっている。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求

人数ともに改善している。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少している。

%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア 

9876543210/112111009/9
-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

百貨店等販売額
（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

持家 貸家 給与 前年同月比（右目盛） 分譲 

9

千戸 ％ 

0

1

2

3

4

-60

-30

0

30

60

876543210/112111009/9

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

①個人消費～幾分持ち直す

９月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．５％）は、百貨店が前年を下回っ

たものの、スーパーは３ケ月ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比▲３．６％）は、その他品目

が前年を上回ったものの、衣料品、飲食料

品、身の回り品が前年を下回った。スーパー

（同＋０．５％）は、主力の飲食料品とその他の

品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１２．３％）

は、たばこ値上げ前の駆け込み需要から４ヶ

月連続で前年を上回った。

②住宅投資～１１ヶ月連続の増加

９月の新設住宅着工戸数は、２，５０７戸（前

年比＋７．８％）と１１ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲２０．４％）が

減少したが、持家（同＋６．５％）、貸家（同

＋１５．７％）はそれぞれ増加した。

４～９月累計では、１６，２１５戸（前年同期比

＋１２．４％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋６．０％）、貸家（同＋１５．４％）、

分譲（同＋３０．２％）いずれも前年を上回っ

た。
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～前年比１１ヶ月連続の上昇

９月の鉱工業生産指数は、前月比＋０．５％

と６ヶ月連続の上昇、前年比では＋５．６％と

１１ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ輸送機械工業や窯

業・土石製品工業などが低下し、一般機械工

業や電気機械工業、鉄鋼業などが上昇した。

④公共投資～７ヶ月連続の減少

９月の公共工事請負金額は、６９６億円（前

年比▲３０．０％）と７ヶ月連続して前年を下回

った。

発注者別では、市町村（前年比＋１．７％）

が前年を上回り、国（同▲５１．５％）、道（同

▲１８．４％）が前年を下回った。

４～９月累計では請負金額５，２６５憶円（前

年同期比▲１６．８％）と前年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４３倍となり、前月比では０．０２ポイント、

前年比では０．０５ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は８ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比５．８％増加し８ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、卸・

小売業（前年比＋１２．１％）やサービス業（同

＋１３．８％）、運輸・郵便業（同＋２１．１％）な

どが増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～２か月連続で前年を下回る

９月の来道客数は、１，１５２千人（前年比

▲６．１％）と２ヶ月連続して前年を下回った。

航空機利用による東京からの来道客数が６ケ

月ぶりに前年を下回るなど、国内需要が減少

した。

４～９月累計では６，２９４千人（前年同期比

▲０．４％）と前年を下回って推移している。

⑦貿易動向～輸出は３ヶ月連続の減少

９月の道内貿易額は、輸出が前年比２３．０％

減の２８７億円、輸入が同８．４％増の１，００８億円

となった。

輸出は、船舶や石油製品などは増加したも

のの、鉄鋼や一般機械、自動車の部分品など

が減少し３ヶ月連続して前年を下回った。

輸入は、原油・粗油や石炭などが増加し９

ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数・負債総額ともに減少

１０月の企業倒産は、件数は３０件（前年比

▲２３．１％）、負債総額は４３億円（同▲７６．０％）

となり件数、負債総額ともに前年を下回っ

た。

業種別では、建設業１２件、製造業、サービ

ス・他各５件などとなった。

４～１０月累計では、件数２５４件（前年同期

比▲１６．２％）、負債総額６７１億円（同▲４８．５％）

と件数・負債総額ともに下回った。

道内経済の動き
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各調査項目は前年同期に比べ概ね改善

し、雇用情勢はやや好転した。

１．雇用の現状

「不足」企業（２２％）が「過剰」企業

（２０％）を上回り、雇用人員判断DIはマ

イナス２となった。前年同期（プラス

６）に比べ８ポイント改善した。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針では、「増員する」企

業（１９％）から「減員する」企業（９％）

を差し引いたDIはプラス１０となった。

前年同期（マイナス１）より１１ポイント

上昇した。また、来年度の「新規採用を

実施する」企業（２６％）も前年同期

（２０％）より６ポイント上昇した。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送により直接回収。

調査内容
雇用の現状について

判断時点
平成２２年１０月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」－「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域

全 道 ４７３ １００．０％

札幌市 １８３ ３８．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、
胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０６ ２２．５

道 南 ３９ ８．２ 渡島・檜山の各地域

道 北 ７１ １５．０ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ７４ １５．６ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率

全 産 業 ６６９ ４７３ ７０．７％

製 造 業 １８２ １２２ ６７．０

食 料 品 ５７ ４３ ７５．４

木 材 ・ 木 製 品 ３２ １９ ５９．４

鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ３１ ６３．３

そ の 他 の 製 造 業 ４４ ２９ ６５．９

非 製 造 業 ４８７ ３５１ ７２．１

建 設 業 １４５ ９６ ６６．２

卸 売 業 ８９ ６７ ７５．３

小 売 業 ９６ ７２ ７５．０

運 輸 業 ５３ ３７ ６９．８

ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２３ ７６．７

その他の非製造業 ７４ ５６ ７５．７

特別調査

雇用情勢はやや好転
雇用の現状について

調 査 要 項
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1 従業員の過不足感

ホテル・旅館業（△３５）、食料品製造業（△１９）で不足感強い。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 ２０ ２１ １１ ３７ １６ ２７ ２０ ２１ ２７ １７ １４ ４ ２５

（か な り 過 剰） （０）（１）（－）（５）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （２０）（２０）（１１）（３２）（１６）（２７）（２０）（２１）（２７）（１７）（１４）（４）（２５）

適 正 で あ る ５８ ５４ ５９ ４２ ５２ ６３ ５９ ５７ ５２ ６５ ６９ ５７ ５９

不 足 ２２ ２５ ３０ ２１ ３２ １０ ２１ ２２ ２１ １８ １７ ３９ １６

（や や 不 足） （２１）（２５）（３０）（２１）（３２）（１０）（２０）（２２）（２１）（１８）（１４）（３９）（１４）

（か な り 不 足） （１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（－）（３）（－）（２）

雇 用 人 員 判 断 DI △２ △４ △１９ １６ △１６ １７ △１ △１ ６ △１ △３ △３５ ９

前年同期の雇用人員判断DI ６ ２０ ２ ２４ ２９ ２７ １ △１２ ２７ ３ △１２ △１８ ４

従業員過不足感DI

特別調査
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男女別の過不足感

男性（△１）、女性（△５）ともに

不足。

職種別の過不足感

営業販売職（△１６）、技能職（△１８）ともに前年よ

り不足感が強まる。

情報機器の習熟者

不足感強く、特にホテル・旅館業（△３６）、食料品製造業（△３１）などで大幅マイナス。

地域別の過不足感

札幌（△５）では不足、道南（＋８）では過剰感が強い。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １ １ ０ ０ ０ ３ １ １ ２ ０ ０ ０ ０

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）
（や や 過 剰） （１）（１）（－）（－）（－）（３）（１）（１）（２）（－）（－）（－）（－）
適 正 で あ る ７４ ７４ ６９ ８９ ７１ ７７ ７４ ８８ ７１ ６７ ８４ ６４ ６２

不 足 ２５ ２５ ３１ １１ ２９ ２０ ２５ １１ ２７ ３３ １６ ３６ ３８

（や や 不 足） （２３）（２２）（２９）（６）（２９）（１７）（２３）（１１）（２２）（３０）（１６）（２７）（３６）
（か な り 不 足） （２）（３）（２）（５）（０）（３）（２）（－）（５）（３）（－）（９）（２）
雇 用 人 員 判 断 DI △２４ △２４ △３１ △１１ △２９ △１７ △２４ △１０ △２５ △３３ △１６ △３６ △３８

前年同期の雇用人員判断DI △２３ △２１ △２８ △２１ △１７ △１７ △２４ △７ △３２ △３０ △２２ △４８ △３０

（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
過 剰 ２０ １８ ２９ １７ ２２

（かなり過剰） （－） （－） （３） （－） （－）
（や や 過 剰） （２０） （１８） （２６） （１７） （２２）
適 正 で あ る ５５ ６２ ５０ ６７ ５５

不 足 ２５ ２０ ２１ １６ ２３

（や や 不 足） （２４） （１９） （２１） （１６） （２３）
（かなり不足） （１） （１） （－） （－） （－）
雇用人員判断DI △５ △２ ８ １ △１

前年同期の雇用人員判断DI １５ ３ １４ △１４ △４

（単位：％）

（項 目） 男 性 女 性

過 剰 ２０ ８

（かなり過剰） （０） （－）
（や や 過 剰） （２０） （８）
適 正 で あ る ５９ ７９

不 足 ２１ １３

（や や 不 足） （２０） （１２）
（かなり不足） （１） （１）
雇用人員判断DI △１ △５

前年同期の雇用人員判断DI ５ △４

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他
過 剰 １２ ８ １１ １３

（かなり過剰） （－） （－） （－） （１）
（や や 過 剰） （１２） （８） （１１） （１２）
適 正 で あ る ７９ ６８ ６０ ７７

不 足 ９ ２４ ２９ １０

（や や 不 足） （９） （２３） （２８） （９）
（かなり不足） （０） （１） （１） （１）
雇用人員判断DI ３ △１６ △１８ ３

前年同期の雇用人員判断DI ３ △１１ △６ １

特別調査

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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6

7

今後の雇用方針

食料品製造業（＋２６）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（＋２３）などで人員確保の動き強まる。

増員の理由と雇用形態（該当企業９０社）

理由は「既存事業の拡大・強化」、雇用形態は「正社員」が９割弱。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�人員を増加する １９ ２１ ２８ ５ ２９ １０ １９ １９ ２０ ２０ １６ １３ ２０

�現状維持する ７２ ６９ ７０ ７９ ６５ ６９ ７２ ６９ ７２ ７０ ７９ ８３ ７３

�人員を削減する ９ １０ ２ １６ ６ ２１ ９ １２ ８ １０ ５ ４ ７

雇用方針判断DI １０ １１ ２６ △１１ ２３ △１１ １０ ７ １２ １０ １１ ９ １３

前年同期の雇用方針判断DI △１ △２ ０ △１９ １０ △７ △１ △４ １ △８ １４ △１３ ０

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�既存事業の拡大・強化 ５３ ５２ ４２ １００ ６７ ３３ ５４ ４４ ７７ ５０ ５０ ３３ ５５

�将来の人手不足への備え ４８ ６０ ５０ １００ ６７ ６７ ４３ ３９ ４６ ２９ ８３ ６７ ３６

�売上増加傾向 ３３ ３２ ２５ １００ ３３ ３３ ３４ ４４ １５ ２１ ３３ ６７ ４６

�新規事業参入 ８ ８ １７ － － － ８ ６ ８ ７ １７ － ９

	その他 ９ １２ １７ － １１ － ８ ６ － ２１ － － ９

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ８９ ８４ ６７ １００ １００ １００ ９２ ８９ １００ ７５ １００ １００ １００

�パート・アルバイト ２９ ４８ ７５ － １１ ６７ ２２ １７ １５ ５０ １７ － １３

�派遣社員 ５ ８ ８ － １１ ０ ３ ６ － － － － １３

特別調査

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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減員の理由と雇用形態（該当企業４２社）

理由は「売上減少傾向」が最多。

来年度の新規採用計画

「採用する」企業（２６％）は３年ぶりに上昇。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�売上減少傾向 ７１ ７５ １００ ６７ ５０ ８３ ７０ ９１ ６０ ５７ ５０ １００ ５０

�合理化・効率化 ４５ ４２ － ３３ ５０ ５０ ４７ ５５ ４０ ５７ － － ５０

�退職者の増加（自然減） ２１ １７ － ３３ － １７ ２３ １８ ６０ １４ － １００ －

�事業縮小 １９ ２５ － ６７ ５０ － １７ １８ － １４ ５０ － ２５

�その他 － － － － － － － － － － － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ７２ ７０ － ３３ １００ １００ ７２ ８２ １００ ２９ ５０ １００ １００

�パート・アルバイト ４６ ３０ １００ ６７ － － ５２ １８ ２５ ８６ １００ １００ ７５

	派遣社員 ５ － － － － － ７ ９ ２５ － － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ２６ ２５ １９ ２６ ３２ ２４ ２６ ２６ ２０ ３０ ２０ ２６ ３０

（多く採用する） （８）（７）（５）（５）（１３）（３）（８）（６）（８）（１０）（１４）（９）（７）
（ほ ぼ 同 数） （１５）（１４）（９）（１６）（１９）（１４）（１５）（１８）（１１）（１７）（６）（１３）（１８）
（少 な く 採 用） （３）（４）（５）（５）（－）（７）（３）（２）（１）（３）（－）（４）（５）
採 用 し な い ４５ ４８ ５５ ５３ ４２ ４１ ４５ ４５ ５７ ３９ ５５ ３９ ３２

未 定 ２９ ２７ ２６ ２１ ２６ ３５ ２９ ２９ ２３ ３１ ２５ ３５ ３８

前年同期の採用する企業 ２０ ２４ ２８ １０ ３３ １６ １８ １６ １２ ２７ ３ ３５ ２６

来年度の新規採用企業数（％）

特別調査

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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今回の調査結果では、前年同期に比べて業況がいくぶん改善していることを反映し、企業

の雇用に対する姿勢も前向きなものとなりました。従業員の高齢化への対応や技術継承のた

めに新規採用をしたいという声が多く聞かれました。しかし同時に、「従業員教育に伴う時

間や費用の負担が重荷である」、「せっかく教育してもすぐ辞めてしまう」といった悩みもあ

るようです。このような中、一部には、契約社員の正社員化や若手職員の幹部登用などによ

り、現従業員のモチベーション向上を図る企業も見られました。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞

派遣社員への対応が当面の課題である。労

働者派遣法により雇用期間の延長は不可能な

ため、契約解除か自社採用かの選択を迫られ

ている。

＜製菓業＞

製造部門において、今後は衛生管理や生産

管理が求められるため、若くて意識レベルの

高い人を中途採用したい。

＜水産加工業＞

女性加工員の高齢化に伴い、若年層の求人

を出しているが応募が少ない。近い将来、外

国人への依存度が高くなる可能性が大きい。

＜水産加工業＞

特に若者の定着率が悪く、仕事に慣れる前

に辞めてしまう。このため、予備人員として

数名多く採用しなければならない。

＜農産物加工業＞

従業員数を増やしたいが、先行きが不透明

のため、当分は残業時間を増やすことで乗り

切りたい。

＜製材業＞

販売動向に合わせて生産量を調整している

が、生産に必要な一定数以下に人員を減らす

こともできず、困っている。

＜機械製造業＞

多少の不安はあったものの、若手のリーダ

ーを増やしたことで、会社のムードが変わり

つつある。

＜金属部品製造業＞

事務員と技能者を２名ずつ採用したが、約

２０～３０名の応募があり、就職難を痛感した。

＜印刷業＞

今年は新卒採用を実施したが、教育にかか

る費用と時間を捻出するのに苦労した。少な

い従業員数で一人何役もこなしているので、

負担が大きい。

＜鉄筋工事業＞

作業員の給料を７年間で３５％削減した。し

かし、元請からまだ下げろと言われ、今後ど

うすべきかわからない。

経営のポイント

新規雇用に前向きな姿勢
〈企業の生の声〉

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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＜左官業＞

高卒の求人を出しているが、これだけ就職

率が低いにも関わらず応募がなく、また、就

職しても長続きしない。高齢の従業員ほど優

れた技術を持っているが、それを継承すべき

若年層が不足している。

＜建設業＞

工事量は極端に減少しているものの、従業

員を削減すると受注時に対応できなくなる。

このため、例年少数ではあるが、新規採用に

は力を入れている。

＜土木工事業＞

新卒者を採用したが、休んだり辞めたりす

る人が多いため、業務予定がすっかり変わっ

てしまう。来春以降、新卒者は採用しない予

定である。

＜型枠工事業＞

高卒者を採用して自社で作業員を育て上げ

る、という従来の仕組みを復活させたいが、

現状では余裕もなく、自社での人づくり投資

は「夢」である。このままでは、近い将来、

優秀な作業員の確保が難しくなる。

＜建材卸売業＞

新卒採用を中止して数年が経過した。業況

が若干回復し、社員の平均年齢も高くなって

いることから新卒採用を再開したいが、先行

きの不安から決断には至らない。

＜靴卸売業＞

開発から企画・営業までできる人材を養成

しているため、戦力になるまで時間がかか

る。本年も、粘り強く積極的な人材を求めて

企業説明会に臨んだが、採用したい人材に出

会えなかった。

＜燃料店＞

３K職場の典型であり、募集をしても人が

集まらない。高卒者をハローワークで３か月

間募集したが、応募者ゼロだった。

＜食品小売業＞

以前よりも優秀な人材が集まっているが、

出身地・出身校が偏る傾向がある。今後は採

用方法の見直しや中途採用の拡大により、人

材の多様化を進めていきたい。

＜めがね店＞

新規採用は毎年実施しているが、販売・加

工技術・接客応対など研修項目が多く、一人

前になるまでに時間を要する。

＜事務機器販売＞

学生の学力低下が目立つ。なかなか優秀な

人材を採用できない。

＜建設機械輸送業＞

特殊な重量物の運搬業務であるため、ドラ

イバーには経験が必要である。熟練されたド

ライバー確保のため、６０歳以上の社員を継続

雇用をしているが、先を見越すと若年者の育

成が必要である。

経営のポイント

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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＜都市ホテル＞

業種的に、労働環境や給与水準は必ずしも

良いとは言えない。いかにして社員のモチベ

ーションを維持し、定着率を高めるかが課題

である。

＜観光ホテル＞

客室接待係を募集しても応募がなく、将来

的に部屋食という形態がなくなる可能性があ

る。

＜産業廃棄物処理業＞

３年間で、契約社員１０名を正社員に登用し

た。このため登用者のモチベーションは向上

しているが、固定費は増加した。

＜建設コンサルタント＞

将来の会社の担い手育成と技術継承のため

に、新規採用が急務となっている。一方で、

当社の業務分野が公共工事削減の中で相当縮

小しており、新規採用による人件費増を受け

止める財力があるかどうか、難しい選択を迫

られている。

＜自動車整備業＞

従業員定着率の向上に向け努力すると、社

員の高齢化につながる。これに対処するため

には、定期的に新入社員を採用するしかない

が、零細企業にとって新人への投資は相当き

ついものがある。

経営のポイント

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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前回は、経営再建計画の策定を必要とする企業にはどのような兆候が現れるかということを、

いくつかのパターン別に説明しました。今回は、計画策定に際しての金融機関や関係取引先等と

の事前折衝、計画策定のコンセプト及び再建支援を受けるための要件について話を進めます。

◆借入金融機関や関係取引先等との事前折衝

経営再建計画の策定に際しては、後に述べるような計画のコンセプトを踏まえ、再建計画の規

模や再建策の遂行に影響しそうな取引関係者の範囲を想定し、支援協力を依頼する予定の借入金

融機関や主要な仕入先・販売先との事前折衝（下打合せ）を行います。

①支援協力を依頼する借入金融機関の範囲の選定

経営再建計画を策定するに当っては、まず再建につき支援協力を求める借入金融機関の範囲を

決定する必要があります。借入がある全金融機関を対象とする場合と、借入額や取引歴等により

特定の金融機関に対象を絞る場合がありますが、いずれを選ぶかは、経営再建を目指す計画の規

模によって定まります。一般的には、支援を依頼する金融機関の数が多すぎるとその後の交渉が

難航し支援策がまとまらないおそれがあり、依頼する支援の規模や内容に応じて金融機関の数を

絞り込む方が得策です。

たとえ全ての借入先を依頼対象とする場合でも、再建計画の骨子を事前に相談するための中核

となる支援金融機関を選定します。通常は主力取引の金融機関がその役割を担いますが、借入が

最大の金融機関と主力金融機関が別の場合もあり、必要に応じて複数の金融機関を中核に据える

こともあります。これらの金融機関とは、再建計画の主旨やその進め方、資金調達面を中心に経

営の各分野における施策について、全面的に相談できるような関係をあらかじめ構築しておくこ

とが望まれます。

②再建計画目標の具体的なイメージ合わせ

中核となる金融機関と事前に相談すべきポイントは、再建計画の基本認識をすり合わせること

です。すなわち、企業が目指すべき再建の姿を具体的な目標として明らかにすることであり、売

上高目標、利益額目標、財務内容の改善目標、再建の中核となる事業の内容及びその具体的な展

開施策、それに伴う営業・生産体制の整備構築、目指すべき経営規模等について、金融機関の意

見・助言を参考にしながら、企業自身が推進し達成すべき目標としての計画骨子を作り上げて行

きます。

経営上改善を要する課題には、その達成に長期間を要するものもあります。金融庁が金融機関

検査に際して、貸出条件の変更を行った貸出債権を貸出条件緩和債権から外せる基準（いわゆる

卒業基準）として策定を義務付けている「実現可能性の高い抜本的な経営再建計画（実抜計

経営のアドバイス

経営再建計画の策定（その２）
～支援を受けるために必要なこと

金融財政事情研究会研修センター主任講師
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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画）」では、長期間を要する課題についての対策も要求されますが、一方、金融検査マニュアル

が金融機関の貸出資産自己査定における債務者区分を破綻懸念先から要注意先へ上位遷移できる

基準としている「合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画（合実計画）」では、当面緊急に手

立てを要するテーマに絞り改善策を講じることが現実的な目標となります。したがって経営再建

計画は、長期間を要する抜本的なものに拘泥せず、今後３年から５年以内に達成すべき短期間の

計画として具体化すべきでしょう。なお中小企業の場合には、後者の「合実計画」が策定できて

いれば、それを前者の「実抜計画」とみなして差し支えないものとされています。

③金融円滑化措置との関わり

ここで経営再建計画の策定が、金融円滑化法並びに金融庁の「金融検査マニュアル・金融円滑

化編チェックリスト」（以下、単に「チェックリスト」といいます）に掲げられている中小企業向

け融資にかかる円滑化措置とどのように関わりを持つかについて、簡単に触れておきます。

まず金融円滑化法（平成２１年１２月制定）は、中小企業向け融資や住宅ローンについて、金融機

関に対し次のような点に努力するよう求めています。

・中小企業者に対する信用供与について、極力柔軟に対応するよう努めること。

・債務の弁済に支障を来たしている（またはそのおそれがある）中小企業者または住宅ローン借

入者から、債務の弁済に係る負担軽減の申込みを受けた場合には、できる限り貸付条件の変更

等（当面の返済スケジュールの緩和のほか、借換え、債務の株式化等を含みます。）に努める

こと。ただし、応諾義務ではありません。

・貸付条件の変更等をできる限り円滑に行うため、対象企業に融資している他の民間金融機関、

政府系金融機関、信用保証協会、中小企業再生支援協議会等との緊密な連携を図るよう努める

こと。

また金融庁は、前記のように金融円滑化にかかる「チェックリスト」を新設し、貸付条件の変

更等を円滑に実施するための体制整備（内部規定及び組織体制の整備）を金融機関に求め、与信

審査・管理面においても、機械的・画一的判断をせずに顧客の事情をきめ細かく把握したうえで

対応することや、延滞が発生した融資先について延滞原因の把握・分析を行い適切な相談・助言

を通じた延滞長期化を防止するための取組みを求めることなどが、金融庁が金融機関検査をする

際の検証ポイントとして掲げられています。このほか、新規融資や貸付条件の変更等にかかる顧

客からの相談・申込みに対する迅速な検討と回答や、顧客の事情をよく把握したうえでの説明姿

勢を、金融機関に求めています。

したがって、経営再建計画を策定しその上で金融支援を受けようと考えている企業は、金融円

滑化法並びに前記「チェックリスト」が定めるところに拠って、金融機関のコンサルテイング機

能を利用することができます。金融機関は、債務者企業に対する経営相談・経営指導及び経営改

善施策の策定支援等に積極的に取り組む姿勢が求められており、かつ、中小企業者から貸付条件

の変更等の申込みを受けた場合には、当該企業の同意の下、他の取引金融機関と情報交換を行う

など緊密な連携を図って対処することとされています。

また、中小企業における経営再建計画については、従来も、経営改善に要する期間が５年以内
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である計画があれば貸付条件の変更等を行った貸出を貸出条件緩和債権とせず、債務者区分を現

状に留めおく措置が取られていましたが、今般の措置ではこの点がさらに緩和され、条件変更等

から最長１年以内に経営再建計画を策定できると見込まれる場合には、当該計画の策定を最長１

年間猶予し、その間は当該条件変更貸出を貸出条件緩和債権としないことができるようになりま

した。なお、「経営再建計画を策定できると見込まれる場合」とは、金融機関と債務者企業の間

で合意には至っていないが、企業の経営改善のために活用できる材料が存在することが確認で

き、かつ、債務者企業に当該計画を策定する意思が認められる場合をいいます。したがって、経

営改善に資するようなキャッシュフロー捻出材料（売却可能な遊休資産や削減可能な経費等）、

新商品の開発投入計画、販路拡大見込み、新事業の具体的な展開見通しなどがあれば、それをベ

ースにした経営再建の具体策の策定を最長１年間猶予して貰うことも可能です。

④経営再建に当たる経営者に求められる資質

さて、経営再建に臨む企業経営者の資質について、金融機関がその適否を判断する基準はどの

ような点にあるのでしょうか。勿論それは判断する角度によって変り得るものですが、経営理念

や事業継続意思の強さを判断する基準としては、次の３点が挙げられます。

第一は、事業継続への強い経営意思の有無です。それは経営者の事業に乗り出した動機や契機

に左右され、創業者であれば通常は自分の育てた事業に強い愛着と誇りを持っており、従ってそ

の継続には強い拘りがあるものです。これに対して、二代目・三代目経営者や外部から経営に携

わるようになった者は、創業事業の存続に対する拘りはそれほど強くはないと考えられます。ど

ちらが望ましいかは一概にはいえませんが、創業事業や動機に拘りすぎることなく、スムーズに

新事業等へ移行・展開ができる経営者には、企業の継続発展への強い意思がうかがわれ、それだ

け経営再建のチャンスが多いことになります。

第二は、自社の「売り」、すなわち自社が世間に受け入れられ存在している理由を、経営者が

どのように認識しているかということです。ここでいう「売り」とは、企業が提供している商品

やサービスで世間のニーズに合致しているもの以外に、セールスポイントや「強み」といったコ

ンセプトで認識されている場合もあります。「売り」がない、あるいは少ないということは、経営

者が自社の将来に自信が持てないことにつながりますが、逆に、経営者の認識している「売り」

が多数に及ぶ場合には、「自惚れ」つまり自信過剰に陥っている懸念があります。

第三は、前項と関連する部分が多いのですが、自社の社会的存在意義についての経営者の認識

です。自社が社会的に不要な存在であると考えている経営者は先ずいないでしょうが、この問題

に正面から答えられる経営者は、日頃から経営哲学や経営理念を経営に反映させることをしっか

りと認識していることになり、その認識度合により経営者の資質やゴーイング・コンサーンとし

ての企業の将来性が判断できます。

経営再建計画の達否は、ひとえに経営者の強い意思と発想力および行動力に懸かっています

が、経営者自身の経営再建に携わる当事者としての能力は、これら３点についての認識度合に大

きく影響されると考えられます。

⑤金融機関以外の関係先との事前調整

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７３／本文　※柱に注意！／０１２～０１６　経営のアドバイス　高橋  2010.11.19 18.37.1



経営のアドバイス

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号

経営再建計画の遂行には、借入金融機関以外の関係先の協力も大きく影響します。仕入先や販

売先には、再建企業の信用力の低下を下支えするため、従来の取引条件の維持はもちろん、場合

によっては大口取引先として再建に資するような取引条件の優遇等を要請しなければなりませ

ん。このほか従業員や株主等に応分の金銭的負担を要請することも考えられますが、主要関係先

には可能な限り、事前に打診をしておくべきでしょう。

◆再建計画策定のコンセプト

経営再建計画を策定するに際しては、特に次の点を心がけるべきです。

①短期決戦

経営再建の遂行は短期決戦が望ましく、極力３年以内、長くても５年以内に所期の再建目標が

達成できるような計画策定を心掛けるべきです。長期間を要するような計画は、それだけ再建が

困難であるとみなされるおそれがあり、金融機関や関係者の支援協力を取り付けることが難しく

なります。社会や経済の変化のスピードが激しい昨今、５年以上も先の事業展開見通しを的確に

立てることは不可能に近く、したがって長期間を要する再建計画は不確定な要素を多く含み、経

済合理性に乏しく実現可能性が疑わしいものと考えられがちです。克服に長期間を要する経営課

題があれば、それは別途の経営改善長期計画として立案し、短期計画と並行してじっくりと推進

すべきでしょう。

②当面の資金収支改善にフォーカス

経営再建の究極目標は、事業の再建を通じた利益確保及び純資産の増加すなわち財務内容の改

善・安定にありますが、計画の当初の目標は資金収支の改善に全力を挙げることに置くべきで

す。経営が窮境に陥った企業の資金繰りは当然タイトであり、遠からず資金不足が起きる可能性

が大きいと見られるので、その事態をいかに回避するかということが計画の当面の重点課題とな

ります。売上げ・利益の確保により手元資金の増加を図ることが本筋ですが、当面必要とされる

キャッシュフローを確保するにはどのような対策が必要か、それには金融機関や取引関係者の協

力がどの程度必要になるのか（返済猶予、金利負担軽減、仕入・販売条件の変更など）、資金捻

出策としての自助努力をどうするか（遊休資産売却、経費の削減、増資、経営者個人資産の投入

等）などを、具体的に実現可能な施策として策定します。このようにして当面の資金繰りのメド

を付けつつ、売上げや利益確保による本筋の施策を展開して行くべきと考えます。

③課題・施策の絞り込み

短期決戦型の計画には、多くの経営課題の克服を詰め込みすぎないように心掛けます。３年か

ら５年でキャッシュフローを改善し、何とか安定的な利益確保ができるように課題（再建テー

マ）を絞り込み、そのための実現可能な対策を具体化します。当初から簡単には達成できないよ

うな施策を掲げた結果、計画達成の実が挙がらず挫折に追い込まれるケースも多いので、最初の

１年間には比較的容易に成果があがる自助努力による施策（経費削減、支出の抑制等）を中心に

据え、その後の計画の推進スピードを加速させるような工夫も必要です。
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◆再建支援協力が得られやすい企業

経営再建計画を策定しても、金融機関や取引関係者の支援協力がすんなりと受けられるとは限

りません。支援をする側からすれば、支援協力には相応の利益の吐き出しや損失負担を伴うこと

になるのですから、支援側企業の経営者は自らのステークホルダーから糾弾を受けるリスクがあ

り、その点を克服できるような相応の理屈が必要です。それはすなわち、当面のマイナス負担が

発生しても、今後の取引を通じてそれを十分取り返すことが可能であるという点に要約できるで

しょう。たとえば、以下に述べるような項目をすべて充足するような企業は、この要件に合致す

ると考えられます。

①事業の存立基盤があること

経営再建の中核となる事業の存在が明確で、その事業に今後の相当な収益獲得期待や成長性が

見込まれるなど、当該事業に競争力があり社会的影響力も大きいことが重要です。ただし単に業

歴のある大規模な事業というだけでは、この要件は充足しません。

②再建計画や施策に実現可能性が見込まれること

計画に盛り込まれた施策が企業の問題点の克服につながり、その実現見通しが高いと見込まれ

ることが重要であり、お題目が立派でも施策に具体性が乏しい「絵に描いた餅」のようなものは

評価されません。

③経営改善・再建に対する経営者の意欲と資質が十分なこと

経営改善計画の実行者はあくまでも企業の経営者自身ですから、計画推進意欲が高くなければ

計画の実現は覚束ないでしょう。さらに意欲はあっても手腕が乏しければ、成果は期待できませ

ん。再建支援に値する経営者であるかどうかは、支援する側にとっては最重要なチェックポイン

トです。

④ステークホルダーの協力が得られること

企業の再建に当たっては、借入金融機関のほか、債権者（取引先）や株主、従業員などの関係

者にも相応の不利益を求めることになり、それらの関係者に「痛みの共有」が期待されなければ

なりません。昨今の、金融機関にだけ支援負担を求めるような事業再生の風潮は、安易で間違っ

た対応というべきです。

⑤支援者の経営監視が担保されていること

計画が承認され支援が実行された後の、企業の再建計画の監視（フォロー）方法が確保されて

いなければ、支援者は支援の効果をトレースできません。また、経営者に安易な経営姿勢があれ

ばそれを直ちに正す必要があり、監視方法の確保は大変重要です。

⑥支援者側に支援の大義名分があること

冒頭に述べたような、目先の不利益は生ずるが将来的にはそれを補うだけのメリットが期待で

きることのほか、当該企業の蹉跌による社会的・経済的悪影響を回避するための応分の社会的コ

ストの負担といった理屈がなければ、支援者は支援負担に応じ難いものです。

（次回で完結します）

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７３／本文　※柱に注意！／０１２～０１６　経営のアドバイス　高橋  2010.11.19 18.37.1



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年７～９月 ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４～６月 ９３．０ ８．５ ９５．７ ２１．０ ９７．６ １２．８ ９７．０ ２１．８ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７～９月 p９３．９ ６．１ p９３．９ １３．４ p９６．２ ５．７ p９５．７ １４．２ p９０．８ △３．７ p９７．７ ３．５

２１年 ９月 ９０．０ △９．２ ８４．６ △１７．５ ９３．２ △７．１ ８５．６ △１６．２ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０月 ９０．７ △６．８ ８５．９ △１４．４ ９４．０ △５．７ ８７．５ △１２．４ ９２．３ △９．４ ９３．１ △１４．３
１１月 ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 ９３．３ ８．２ ９５．０ １７．３ １００．０ １４．４ ９６．６ １８．１ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７月 ９３．５ ６．４ ９４．８ １４．２ ９４．９ ５．４ ９６．５ １４．７ ８８．９ △６．２ ９６．７ １．３
８月 r ９３．８ ６．２ r ９４．３ １５．１ r ９７．４ ７．０ r ９５．７ １５．８ ８９．６ △５．１ r ９７．５ ２．６
９月 p９４．３ ５．６ p９２．５ １１．１ p９６．２ ４．７ p９５．０ １２．３ p９０．８ △３．７ p９７．７ ３．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９ △４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９ △７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１ △４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９
４～６月 ２１８，６１４△１．０ ４６，７５４△３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９８ △３．８ １６６，３２６ △１．３ ３０，７５６ △３．４
７～９月 p２１９，８３０△１．１ p ４７，４７０△１．６ p ５３，３８６ △２．５ p １６，１１５ △３．０ p１６６，４４４ △０．６ p ３１，３５６ △０．８

２１年 ９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３９△５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７５１ △４．３
１０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９△７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５△９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１ △４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７ △５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１ △４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３ △３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 ７３，２０５△２．３ １５，６５６ △３．９ １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ ５５，７０９ △２．８ １０，２９７ △４．８
６月 ７２，３９９ ０．０ １５，６３４△３．１ １７，２７３ △０．９ ５，３６３ △５．７ ５５，１２６ ０．３ １０，２７２ △１．６
７月 ７６，５６１△０．９ １７，１８９ △１．３ ２０，２４２ △１．５ ６，５１４ △１．４ ５６，３１９ △０．７ １０，６７６ △１．２
８月 r ７３，７３９△１．７ r １５，５００ △１．８ １６，２８７ △２．５ ４，７４３ △３．０ r ５７，４５２ △１．５ r １０，７５７ △１．３
９月 p ６９，５３０△０．５ p １４，７８１△１．７ p １６，８５７ △３．６ p ４，８５８ △５．０ p ５２，６７２ ０．５ p ９，９２３ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７３／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2010.11.18 14.22.18  Page 17



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３
７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．２ △０．２ ９９．５ △０．８ ８５．８６ ９，３６９

２１年 ９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３
７月 ３９，９４０ １．２ ７，３６３ ０．３ ９８．９ △０．３ ９９．２ △０．９ ８７．７２ ９，５３７
８月 ４１，４５３ １．１ ７，４２７ ０．７ ９９．１ △０．３ ９９．５ △０．９ ８５．４７ ８，８２４
９月 ４２，０１１ １２．３ ７，６１０ １２．２ ９９．６ ０．０ ９９．８ △０．６ ８４．３８ ９，３６９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０
７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６

２１年 ９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１
７月 １７，７６５ ８．０ ５，３９０ ２１．６ ８，１６４ △０．８ ４，２１１ １１．３ ４２０，５９３ １２．９
８月 １３，６７６ ３７．７ ４，１７４ ４５．１ ５，８７２ ５１．５ ３，６３０ １４．３ ３６９，２１０ ４０．１
９月 １４，９１４ △３．１ ５，１３１ ２．６ ５，２８０ △１４．４ ４，５０３ ６．５ ４００，６６３ △３．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３
７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２３，３７６ １３．０

２１年 ９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２
７月 ２，８２５ ２３．６ ６８８ ４．３ １０６，２３０ △１２．０ １１，４１０ △８．８ ６，８４４ １５．９
８月 ２，９４１ ２１．１ ７２０ ２０．５ ７３，８３１ △２３．３ ９，２１６ △８．４ ７，０７３ ２４．１
９月 ２，５０７ ７．８ ７２０ １７．７ ６９，５８５ △３０．０ １１，６２０ △１８．８ ９，４５９ ４．２

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０
７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５

２１年 ９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２
７月 １，１３８ ０．８ ０．３８ ０．４５ ↑ ５．０ ３９ ０．０ １，０６６ △２３．０
８月 １，３１６ △０．５ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ ３４ △２０．９ １，０６４ △１４．２
９月 １，１５２ △６．１ ０．４３ ０．５２ ↓ ５．１ ３８ ４６．２ １，１０２ △４．５

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，１２６ △１７．１ ９７７，２９２ △３７．０ ５３７，８０７ △２５．２

２１年７～９月 ９６，３０５ △２０．４ １４４，６２２ △３４．４ ２３３，９３８ △５３．５ １３４，１３７ △３９．５
１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９

２２年１～３月 ８４，７９９ ３３．０ １６０，３３１ ４３．３ ２８３，５７４ ２９．６ １４３，７５０ １８．９
４～６月 ８２，４５９ ４５．６ １７０，６４４ ３３．２ ２９５，５５５ ５２．０ １５３，３１４ ２７．９
７～９月 p ８３，７７０ △１３．０ １７０，３１５ １７．８ p２７６，７７１ １８．３ p１５３，５７３ １４．５

２１年 ９月 ３７，２７８ ８．７ ５１，０９４ △３０．６ ９２，９９６ △４５．６ ４５，９１８ △３６．８
１０月 ３０，０２８ △２７．２ ５３，０８３ △２３．２ ８８，３０２ △４４．１ ４５，０８３ △３５．５
１１月 ２７，９５５ ２０．６ ４９，８８２ △６．３ ８０，７３９ △２０．６ ４６，２２９ △１６．７
１２月 ２６，９２３ ２８．６ ５４，１１７ １２．０ ９６，３０１ △０．０ ４８，６９１ △５．５

２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９
２月 ３３，２４３ ６２．６ ５１，２７９ ４５．３ ９２，０５５ ４５．４ ４４，８０６ ２９．５
３月 ２９，３６２ ２８．９ ６０，０３６ ４３．５ ９６，７５５ ２５．３ ５０，５３８ ２０．６
４月 ２９，２７５ ５１．８ ５８，８７９ ４０．４ １１１，４１５ ４５．６ ５１，５３０ ２４．３
５月 ２４，１７２ ２２．７ ５３，０９８ ３２．１ ８７，１１５ ４２．４ ４９，９３８ ３３．６
６月 ２９，０１２ ６４．４ ５８，６６８ ２７．７ ９７，０２５ ７１．０ ５１，８４６ ２６．２
７月 ３２，９２２ △９．２ ５９，８２７ ２３．５ r ９８，２７１ ４３．８ ５１，８３５ １５．８
８月 r ２２，１５５ △２．６ ５２，０７９ １５．５ r ７７，７０７ ７．０ r ５１，２３９ １７．９
９月 p ２８，６９２ △２３．０ ５８，４０９ １４．３ p１００，７９３ ８．４ p ５０，４９８ １０．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４～６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７～９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５

２１年 ９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４月 １３４，５８７ ２．６ ５，７７６，５２７ ２．４ ９２，４３６ １．２ ４，１０４，３１２ △１．８
５月 １３４，５２２ ２．６ ５，７９７，７７８ ３．０ ９１，２９５ ０．３ ４，０８９，１５９ △１．９
６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７月 １３４，００１ ２．５ ５，７３５，４３７ １．９ ９０，４６１ ０．４ ４，０８５，７５２ △１．６
８月 １３３，９５７ ２．１ ５，７４０，８６８ ２．３ ９０，４２４ ０．３ ４，０６７，４７１ △１．７
９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１２月号
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173

●道内経済の動き 

●雇用の現状について 

●経営再建計画の策定（その２）～支援を受けるために必要なこと 

調査レポート 2010.12月号（No.173） 
平成22年 （2010年） 11月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
古紙配合率100％紙（表紙）古紙配合率70％紙（中面）を 
使用しています。 
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